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表４  主要な歳入科目決算の状況（一般会計） （単位：千円、％） 

比      較 構 成 比 

区 分 
平成14年度 

決 算 額Ａ 

平成13年度 

決 算 額Ｂ 
増  減 

Ａ－Ｂ 

伸び率 

(A-B)/B 
14年度 13年度 

地 方 消 費 税 清 算 金           29,610,488 33,741,773 △ 4,131,285 △ 12.2 3.8 4.1 

地 方 譲 与 税           2,732,661 2,609,209 123,452 4.7 0.3 0.3 

地 方 交 付 税           189,305,923 196,107,442 △ 6,801,519 △ 3.5 24.2 23.8 

普 通 交 付 税         186,680,671 193,224,945 △ 6,544,274 △ 3.4 23.8 23.4 
 
特 別 交 付 税         2,625,252 2,882,497 △ 257,245 △ 8.9 0.3 0.3 

国 庫 支 出 金           119,949,520 138,616,466 △ 18,666,946 △ 13.5 15.3 16.8 

国 庫 負 担 金         92,786,565 99,916,291 △ 7,129,726 △ 7.1 11.8 12.1 

国 庫 補 助 金         26,246,324 36,899,791 △ 10,653,467 △ 28.9 3.4 4.5  

委 託 金         916,631 1,800,384 △ 883,753 △ 49.1 0.1 0.2 

繰 入 金           24,467,521 21,413,859 3,053,662 14.3 3.1 2.6 

歳 入 合 計           783,052,221 825,241,278 △ 42,189,057 △ 5.1 100.0 100.0 

 （四捨五入のため合計に合わない場合があります。） 

 一口メモ     

●地方譲与税………………… 国が徴収する国税を一定の基準で地方公共団体に譲与するもので、都

道府県に譲与するものとしては地方道路譲与税、石油ガス譲与税及び航

空機燃料譲与税があります。  

●地方交付税………………… 地方公共団体間の地域格差をなくし、一定の行政水準を確保できるよ

うにするため、各地方公共団体ごとに標準的な基準財政需要額と基準財

政収入額を算定し、財源不足額が生じる場合に国から交付されるもので、

その財源として国税のうち所得税、酒税の32％、法人税（Ｈ10；32％、

Ｈ11；32.5％、Ｈ12～；35.8％）、消費税の29.5％及びたばこ税の25％が

充てられています。  

●交通安全対策特別交付金…  地方公共団体の道路交通安全施設設置等のため、交通違反などの反則

金を財源に、交通事故件数と人口集中地区人口等を基準として国から交

付されるものです。  

●分担金及び負担金………… 県が行う事業で特に利益を受ける人から、その受益の限度において法

令などの規定に基づき徴収するものです。  

●使用料及び手数料………… 県の施設や行政サービスを利用する人から、それに要する経費の全部

又は一部を負担してもらうもので、県立高等学校授業料や各種許可証交

付手数料などがあります。  

●国庫支出金………………… 県が行う事務事業の経費の全部又は一部を国が支出するもので、その

性質によって次の三つに分けられます。  

    国庫負担金；義務教育や生活保護など、国と地方公共団体が共同責任をもって行わなければな

らない事業について国が全部又は一部の経費を負担するものです。  

    国庫補助金；国が費用の全部又は一部を負担して特定の事務や施設の設置を地方公共団体に対

して奨励、援助するものです。  

    国庫委託金；国会議員の選挙や国勢調査など、本来国の行うべき事務について、国が経費の全

部を負担して地方公共団体に事業を委託するものです。  
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●財産収入……………………  県の財産を貸し付けたり売り払うことによる収入です。  

●寄附金………………………  県以外から金銭を譲り受けるものです。  

●繰入金………………………  他の会計や基金などから繰り入れるものです。  

●繰越金………………………  県の前年度の決算剰余金を受け入れるものです。  

●諸収入………………………  地方税の延滞金や預金利子など他の収入科目に含まれない収入です。  

●県債…………………………  県が高等学校などを建てたり、道路や河川を整備するなど、多額の費

用を一時に必要とする建設事業を行うとき、財源を確保するため、また、

施設等を利用する将来の県民との間で負担の公平化を図るため、長期の

資金借入れを行うものです。起債にあたっては現在、総務大臣の許可が

必要です。  

●県債依存度…………………  歳入総額に占める県債の割合をいいます。  

 

（キ）県債 

    平成14年度の県債発行額は、約1,232億円で、表５のとおり、前年度に比べ190億円、18.2％の

増となりました。  

    また、県債依存度（歳入総額に占める県債の割合）は、表６、図９のとおり、平成14年度は、

前年度に比べ3.1ポイント増の15.7％となりました。また、歳出総額に占める元利償還金の割合は、

平成14年度に15.6％（対前年度比1.8ポイント増）となりました。一方、県債の平成14年度末現在

高は、約8,906億円で、前年度に比べ271億円、3.1％の増となりました。  

    発行した県債の種類は、図10及び巻末資料９のとおり、その主なものは土木債に44.4％、臨時

財政対策債に18.2％、農林水産債に10.0％などとなっています。平成１７年度までは、制度上、

県債の発行は総務省の許可が必要で、また地方財政法で使途も制限されていて、投資的経費にの

み充てることになっています。なお、臨時財政対策債など特別法等により発行が許可される県債

もあり、その発行額も増えています。県債残高が増えるということは、一方で社会資本の整備が

進んだともいえるでしょう。  

    県債発行額の推移などについては、図11及び巻末資料10のとおり、平成５年度に対して平成14

年度は、金額で約1.09倍、県債依存度で約1.04倍となっています。  

 

表５  県債発行額の対前年度比較（一般会計）                （単位：千円、％） 

比    較 
区  分 

平成14年度 
決 算 額 
（Ａ） 

平成13年度 
決 算 額 
（Ｂ） 

増   減 
（Ａ－Ｂ） 

伸 び 率 
(Ａ－Ｂ)／(Ｂ) 

県    債 123,321,177 104,332,277 18,988,900 18.2 

表６  県債依存度等の年度別推移（一般会計）                    （単位：％） 

 Ｈ５ Ｈ６ Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 

県債発行額/歳入総額 15.1 11.9 13.8 14.1 12.8 14.3 12.1 11.9 12.6 15.7 

元利償還金/歳出総額 8.7 8.9 6.3 7.4 8.8 9.6 10.4 12.6 13.8 15.6 

 

 

 












